別紙１　経費内訳書

１．地域固有団体の提案業務に係る概算経費内訳（ケースＡを選択した場合のみ作成）
	経費区分
	金　　額
	内　　容
	備　　考

	人件費
人件費計
	
	＠　　　　　　　　＝　　　　　　
＠　　　　　　　　＝　　　　　　
＠　　　　　　　　＝　　　　　　
小計　　　　　　　　　　　　　
	

	業務費
　
諸　　謝　　金
旅　　　　　　費
　
消　耗　品　費
印 刷 製 本 費
通 信 運 搬 費
借 料 及 び 損 料
　
会　　議　　費
賃　　　　　 金
雑 役 務 費

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　
＠　　　　　　＝
小計　　　　　　　　　　　　　

	

	業務費合計
	
	
	

	小　　　　　　計
	
	（人件費+業務費）
	

	一般管理費
	
	（人件費+業務費）×15％以内＝　　　　　以内
	

	計
	
	
	

	消費税及び
地方消費税
	
	
	


	合　　　　　　計
	
	
	



２．本提案業務で計上できる経費について
　地域固有団体を推薦する場合は、以下に示すように本提案業務として計上できる経費内容を踏まえて記入してください。
	区分
	細目
	説明及び内容

	人件費
	
	平成27年度「低炭素・循環・自然共生」地域創生実現プラン策定事業に係る提案業務（以下「事業」という）に直接従事した職員等の人件費（原則として、本給のほか、賞与、諸手当及び社会保険料事業主負担分を含む。退職金や住居手当等は対象外）。
○国や地方公共団体からの交付金により人件費を手当している外郭団体等は、正規雇用職員の人件費を計上できない。
○競争的研究資金や他の国庫委託費から当該職員の人件費が手当されている場合は、エフォートに応じた按分が必要。
○赴任旅費や赴任手当に関しては、事業の専従者であり、規程に基づくもの、かつ６か月以上の雇用契約を結ぶものであれば計上可能。
○通勤手当や期末賞与などは、数ヶ月分まとめて支払う場合でも、事業期間外の分については、月割りで除外すること。事業期間は５月～翌年２月末頃を想定。

	業務費
	諸謝金
	事業への寄与に対する謝金（会議出席謝金、講演謝金、原稿執筆謝金、専門的知見や助言等に対する謝礼など）。
○調査等におけるモニター及び協力者への謝礼。
○推薦を受ける市区町村への謝金は計上できない。

	
	調査等旅費
委員等旅費

	調査等旅費：
　事業に直接従事する職員の業務、調査、連絡等に必要となる旅費。
委員等旅費：
　外部の事業協力者等に支払う旅費

	
	消耗品費
	消耗品（税込単価５万円未満の物品）の購入に係る費用。
○コンピュータソフトウエアの購入費、２年を限度として用をなさなくなる物品、比較的長期（概ね２年）の反復使用に耐えない物品もしくは比較的長期の反復使用に耐えるが比較的破損しやすい物品（原則として税込５万円以上のものは消耗品である理由を提示すること。例）反復使用が不可能なもの）。
事業の実施に直接必要な電気・ガス・水道料等の経費。
○専用メーター等により、金額を明確にできること。

	
	印刷製本費
	会議資料、図面、報告書等の印刷製本、DVD-Rへの焼き付け等に必要な費用。

	
	通信運搬費
	郵便料、電話料、輸送料、高速道路利用料等の経費。

	
	借料及び損料
	会場借料、物品使用料及び損料等に必要な経費。
○事業の実施にあたり必要な設備をリース等で導入した場合には、借料及び損料に計上する。

	
	会議費
	会議等に支給したお茶の類、その他会議に付随して支給した飲食物の類に要する費用。
○原則として、飲み物のみ支給可能。お茶菓子・弁当の支給は不可とする。

	
	賃金
	事業の補助員を雇用する賃金（会計など事務補助、事業執行の補助等の業務が対象）。
○通勤手当や期末賞与などは数ヶ月分まとめて支払う場合でも、事業期間外の分については、月割りで除外すること。
○単価については各受託者で現在使用している賃金単価で計算する。

	
	雑役務費
	一般管理費、諸経費等、間接的経費を含まない役務、派遣会社を通じた事務員等に必要な経費。

	間接経費
	一般管理費
	下記算出式で算出された金額未満の金額を計上。
（人件費＋業務費）×15%以内

	消費税
	
	消費税及び地方消費税


※上記以外で委託費での執行が相応しくないと判断する可能性があるものは下記のとおり。
a)国費から委託費（再委託費）として支出することに説明がつかないもの
　　　　机、プリンタ、アルバイト用などの一般的な仕様のPC、デジタルカメラ、基本的なソフトの導入、共通経費（明確に切り分けできない電話代等）の支払いなどは、事業に対する経費として認められません。
　b)事業との関係性及び必要性が認められないもの
　　　　事業内容と関係のない学会・会議等への出席。事業内容と関係ない消耗品等の経費。
※当該概算経費は、環境省委託業務の再委託業務の積算案となり、再委託契約を行う場合、精算行為が発生します。つきましては、上記以外の事項については、下記のＵＲＬにある「環境省における委託業務経費の算出等に関する基本方針」を参照してください。（http://www.env.go.jp/kanbo/chotatsu/notice/bp-ebcc.pdf）
※本様式は、各作業に必要な人員数、必要な資機材ごとの経費等の内訳書を含む参考見積を記入してください（選定後に、再度見積書の提出が必要となるため、概算見積で結構です。）。


※本様式は、所要額が明確にわかるように区分して作成してください。


※作成にあたっては、次ページの「２．本提案業務で計上できる経費について」を参照してください。
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